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文
教
科
学
委
員
会
）

東
日
本
大
震
災
に
お
け
る
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
り
生
じ
た
原
子
力
損
害
に
係
る
早
期
か
つ
確
実
な
賠
償

を
実
現
す
る
た
め
の
措
置
及
び
当
該
原
子
力
損
害
に
係
る
賠
償
請
求
権
の
消
滅
時
効
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律

案
（
衆
第
二
三
号

（
衆
議
院
提
出
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
東
日
本
大
震
災
に
お
け
る
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
り
生
じ
た
原
子
力
損
害
の
被
害
者
が
早
期
か
つ
確
実

に
賠
償
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
体
制
を
国
が
構
築
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
に
つ
い
て
定
め
る
と
と
も

に
、
当
該
原
子
力
損
害
に
係
る
賠
償
請
求
権
の
消
滅
時
効
等
の
特
例
に
つ
い
て
定
め
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内

容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
国
は
、
特
定
原
子
力
損
害
（
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
に
発
生
し
た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
伴
う
原
子
力
発
電
所

の
事
故
に
よ
る
損
害
で
あ
っ
て
原
子
力
事
業
者
が
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
賠
償

の
責
め
に
任
ず
べ
き
も
の
を
い
う

）
の
被
害
者
が
早
期
か
つ
確
実
に
賠
償
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
国
の
行
政
機

。

関
に
お
け
る
特
定
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
円
滑
化
の
た
め
の
体
制
の
整
備
、
紛
争
の
迅
速
な
解
決
の
た
め
の
原
子
力
損
害
賠

償
紛
争
審
査
会
及
び
裁
判
所
の
人
的
体
制
の
充
実
、
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
に
よ
る
相
談
体
制
及
び
情
報
提
供
体
制
の
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強
化
そ
の
他
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

二
、
特
定
原
子
力
損
害
に
係
る
賠
償
請
求
権
に
関
す
る
民
法
第
七
百
二
十
四
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は

「
三
年
間
」
と

、

さ
れ
て
い
る
消
滅
時
効
の
期
間
を
「
十
年
間

「
不
法
行
為
の
時
か
ら
二
十
年
」
と
さ
れ
て
い
る
除
斥
期
間
を
「
損
害
が

」
、

生
じ
た
時
か
ら
二
十
年
」
と
す
る
こ
と
。

三
、
こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
。


